
１．経 営 方 針

医薬品業界におきまして、医療用医薬品市場は患者自己負担増加による受診抑制が回復傾向

にあるものの、依然として厳しい状況にあります。また、医療保険制度の抜本的見直しと共に、

医薬品の審査基準の国際的統一化などにより、業界を取り巻く環境は今後ますます厳しさを加

えるものと予想されます。一方、ヘルスケア市場は景気回復が足踏みする中、規制緩和が進め

られ、一層厳しい競争が予想されます。

当社は、このような低成長時代に対応すべく、収益体質の強化、財務体質の強化および企業

の特長付け・差別化を意図した「質を求める経営」を追求しております。

医療用医薬品においては、消化器分野を優先的に展開してまいります。また、一般生活者の

健康に対する意識の高まりから、ヘルスケア品においては、一般用医薬品や健康関連製品への

ニーズに対応した営業展開を積極的に進めてまいります。

このため、医療用医薬品においては、抗潰瘍剤Ｈ２ブロッカー「アシノンカプセル」、亜鉛

含有抗潰瘍剤「プロマック顆粒１５％」の消化器分野における主力品育成に集中し、一方当分

野の研究開発については、英国で臨床試験を進めております消化管運動賦活剤「Ｚ－３３８」

を初めとする開発品の早期製品化に邁進しております。一般用医薬品と健康食品等については

新たにヘルスケア営業本部を組織し、予防・健康づくりを目的としたセルフプリベンションと

治療を目的としたセルフキュアをセルフメディケーションの強固な柱として育成して参ります。

このような経営活動を通じて、当社は医療用医薬品、ヘルスケア品の両事業の基盤を強化す

ると共に、研究開発のスピードアップ、効率的な管理コストの運用など全社的な合理化に取り

組み、いわゆる「質を求める経営」を実践してまいります。また、株主を重視する立場から、

株主資本比率の改善を図りつつ、株主資本利益率（ＲＯＥ）の向上を目標にして参ります。

利益配分におきましては安定した配当を基本とし、内部留保金は成長につながる研究開発投

資をはじめ、企業体質の強化のために戦略的に使用してまいります。

２．経 営 成 績

（１）当中間期の概況

当中間期（平成１１年４月～平成１１年９月）の業績は、売上高２７６億９千２百万円（前年中間

期比１．６％増）となりました。利益面につきましては、経常利益３３億８千５百万円（前年中間

期比５７．２％増）、中間純利益１６億８百万円（前年中間期比２２．１％増）となりました。

当中間期末配当金につきましては、１株当たり７円とさせていただきます。

次に主要部門の概況につきましてご報告申し上げます。

～医療用医薬品部門～

医療用医薬品部門におきましては、消化器官用薬を最重点領域とした営業展開に努めてまい

りました。内容といたしましては、抗潰瘍剤Ｈ２ブロッカー「アシノンカプセル」が伸長し、

亜鉛含有抗潰瘍剤「プロマック顆粒１５％」も順調に市場浸透してまいりました。

また消化器官用薬に次ぐ分野としての循環器官用薬におきましては、急性心不全治療薬「ハ

ンプ注射用１０００」が大幅に続伸しました。
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しかしながら、市場競争の激化の中、高血圧治療剤「ランデル錠」は微増を確保しましたが、

鎮痛消炎剤「ペオン錠８０」、消炎性抗潰瘍剤「マーズレン－Ｓ顆粒」は減少を余儀なくされ

ました。

この結果、当部門の売上高は１９８億３千１百万円（前年中間期比１．９％増）となりました。

～ヘルスケア部門～

ヘルスケア部門におきましては、セルフプリベンションすなわち生活習慣病対策を指向した

重点育成品として、ローヤルゼリー群、コンドロイチン群、ヘパリーゼ群、カルシウム群に生

活習慣病のコンセプト食品である「新健康習慣」を加え積極的な営業展開に努めて参りました。

また、規制緩和の流れの中で、ドリンク剤の「強力ローヤルゼロントＢ」、「ヘルサンソフ

トＢ」が大幅に伸長しました。

この結果、当部門の売上高は６７億１千９百万円（前年中間期比２．１％増）となりました。

～特販部門～

その他といたしましては、上記二部門以外の販売ならびに輸出等により売上高は１１億４千１

百万円（前年中間期比５．２％減）となりました。

～研究開発部門～

研究開発部門におきましては、経皮吸収型狭心症治療剤「ミニトラン」の製造承認、「プロ

マック顆粒１５％」の胃炎効能追加、及び７５�錠の剤型追加をそれぞれ申請中でございます。

臨床開発段階のものといたしましては、新薬の慢性動脈閉塞症治療剤「Ｚ－３３５」が、フ

ェーズ�を開始いたしました。また、「ペオン錠８０」は急性上気道炎、「アンサー注」は子

宮頸癌に対する効能追加のための臨床試験を引続き進めております。

開発中の新薬といたしましては、消化管運動賦活剤「Ｚ－３３８」は、日本の臨床開発に先

駆けて本年４月より英国でフェーズ�を開始し、来年度からのフェーズ�開始に向けて準備中

でございます。また、膵炎治療剤「Ｚ－２０３」は国内でフェーズ�を開始いたしました。

創製された新薬といたしましては、新しい作用機序を有する消化性潰瘍治療剤「Ｚ－３６０」

が、臨床試験にむけて研究を進めております。

「Ｚ－１００（アンサー注）」につきましては、米国における基礎研究においてＨＩＶ感染症

（後天性免疫不全症候群：エイズ）の治療に対する効果が認められたことから、米国における

臨床開発を準備中でございます。

一般用医薬品につきましては、医療用医薬品のＨ２ブロッカー「アシノン」をスイッチＯＴ

Ｃとして製造承認申請中でございます。また、消化器分野における製品ラインアップを目指し

た研究を行っております。

（２）通期の見通し

平成１２年３月期（平成１１年度）の通期業績予想につきましては、売上高５５６億円（前年度比

２．３％増）、経常利益６１億円（前年度比５．４％増）、当期純利益３０億円（前年度比１０．８％増）

となる見込みです。

年間配当金につきましては、１株当たり１４円を予定しております。
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３ ． 「 コ ン ピ ュ ー タ ー 西 暦 ２ ０ ０ ０ 年 問 題 」 へ の 対 応

（１）対応状況等

～取組み方針～

当社は、西暦２０００年問題を基幹業務の継続性の維持および顧客対応面で最重要事項案件

と位置づけ、その影響を最小限にすべく、３段階で進めてまいりました。

～取組み体制～

平成８年４月より情報システム部から社内に対して問題提起を行い、社内報を含めた広報活

動に着手し、組織・従業員への意識を高め、同時に社内情報システムへの対応作業に必要な予

算、人的資源を確保いたしました。

次に、社内事業部署並びに子会社に対して設備も含めた“２０００年問題の影響”予備調査

を実施し、その対応状況を継続して把握してまいりました。

さらに、平成１１年１月より役員を責任者とした“２０００年問題プロジェクト”を発足させ、

社内対応の最終チェックはもとより、取引先との関係においても“２０００年問題”が当社の

ビジネス活動を介して直接または間接的な影響を相互に及ぼしあう可能性があることから、対

応状況についての調査に協力を頂いてまいりました。

～対応の進捗状況～

社内情報システム（基幹業務）は平成１０年３月に、そして生産設備に関する対応も平成１１年

９月に完了し、１２月初旬完了予定の一部研究機器を残すのみとなっております。

さらに外部とのネットワークシステムおよび取引先との接続確認は、準備が整ったものから

順次実施し、平成１１年１０月に完了いたしました。

また、子会社においても平成１１年１０月に完了いたしました。

（２）対応のための支出金額等

社内情報システム（基幹業務）対応としての外部支払い費用は、平成８年度から技術ツール

と人件費を含めて５千４百万円の支出がありました。

また、生産・研究機器等に対する費用は４千２百万円の支出となりました。

（３）危機管理計画等

“２０００年問題”に関して実際にどんな『リスク』が起こり得るのかを分析し、予めその

対策を講じておくため、プロジェクトが推進役となり各事業所ごとに業務フローを基にした分

析と検討事項を洗い出し、危機管理計画書を作成いたしました。

さらに、全社各部門への周知徹底を計るためプロジェクト員を中心として、全国事業所への

説明会を実施しております。
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４．（１）貸 借 対 照 表

（百万円未満切捨て）

期 別 当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

（平成１１年９月３０日） （平成１０年９月３０日） （平成１１年３月３１日）

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 資 産 の 部 ） ％ ％ ％

流 動 資 産 ３６，８７７ ６６．３ ３４，８５４ ６５．５ ３５，５８３ ６５．３

現 金 及 び 預 金 ３，３７９ ３，８７０ ３，５８２

受 取 手 形 ３，３１２ ３，９４０ ３，６０５

売 掛 金 ２３，４５３ ２０，７９３ ２１，７１９

有 価 証 券 ４９３ ３５０ ４７６

製 品 及 び 商 品 ２，７４３ ２，４７５ ３，０１４

半 製 品 及 び 仕 掛 品 １，０３１ １，１５０ ８１５

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 １，２０１ １，１６４ １，３２２

前 渡 金 ４８８ ２７１ ３５８

前 払 費 用 １１６ １０２ １０７

そ の 他 の 流 動 資 産 ７８１ ８８３ ７３２

貸 倒 引 当 金 △ １２４ △ １４９ △ １５３

固 定 資 産 １８，７７２ ３３．７ １８，３７９ ３４．５ １８，９４１ ３４．７

有 形 固 定 資 産 １４，５７６ ２６．２ １５，３０４ ２８．７ １４，８７２ ２７．３

建 物 ５，４１７ ５，８３９ ５，５９４

構 築 物 ３１７ ３４１ ３２４

機 械 装 置 １，０５７ １，３５８ １，２２３

車 両 運 搬 具 １６ １３ １０

工 具 器 具 備 品 ３１５ ２８８ ２６７

土 地 ７，４５２ ７，４６３ ７，４５２

無 形 固 定 資 産 ６２０ １．１ ６６７ １．３ ５５４ １．０

販 売 権 ２６１ ４１７ ３３９

特 許 実 施 権 １４７ ２１６ １８１

ソ フ ト ウ エ ア １８０ － －

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 ３１ ３３ ３２

投 資 等 ３，５７５ ６．４ ２，４０７ ４．５ ３，５１４ ６．４

投 資 有 価 証 券 ２，４６０ １，１９３ ２，１８３

敷 金 及 び 保 証 金 ６４０ ５９３ ６５８

長 期 前 払 費 用 ０ １３５ １５３

そ の 他 の 投 資 ４７８ ４８９ ５２４

貸 倒 引 当 金 △ ５ △ ５ △ ５

資 産 合 計 ５５，６５０ １００．０ ５３，２３３ １００．０ ５４，５２４ １００．０
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（百万円未満切捨て）

期 別 当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

（平成１１年９月３０日） （平成１０年９月３０日） （平成１１年３月３１日）

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 負 債 の 部 ） ％ ％ ％

流 動 負 債 ２４，８７６ ４４．７ ２３，９６３ ４５．０ ２４，５６３ ４５．１

支 払 手 形 ４，９４５ ５，５３０ ５，０２３

買 掛 金 ３，８５２ ３，６９１ ３，９７５

短 期 借 入 金 ９，０４０ ７，１８０ ８，６４０

１年 以 内 返 済 予 定 の長 期 借 入 金 ８６１ １，３４１ １，０９１

１ 年 以 内 償 還 予 定 の 社 債 － １００ －

未 払 金 １，６２７ １，５４９ １，５３６

未 払 法 人 税 等 １，８６８ １，５４１ １，９１１

未 払 事 業 税 等 － ４３３ －

未 払 消 費 税 等 ２８６ ２７６ ２８９

未 払 費 用 １０５ １４８ １８８

賞 与 引 当 金 １，５１５ １，５２５ １，１８５

返 品 調 整 引 当 金 ３３９ １７６ ２１８

売 上 割 戻 引 当 金 ３５２ ２９０ ３１５

そ の 他 の 流 動 負 債 ８０ １７７ １８７

固 定 負 債 ３，７３６ ６．７ ４，５６６ ８．６ ４，１０８ ７．５

長 期 借 入 金 ９８６ １，８４７ １，３９６

退 職 給 与 引 当 金 ２，５５１ ２，４４３ ２，４９４

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １９８ ２００ ２１７

そ の 他 の 固 定 負 債 － ７４

負 債 合 計 ２８，６１２ ５１．４ ２８，５３０ ５３．６ ２８，６７１ ５２．６

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 ６，５９３ １１．８ ６，５９３ １２．４ ６，５９３ １２．１

法 定 準 備 金 ７，０４５ １２．７ ７，０４５ １３．２ ７，０４５ １２．９

資 本 準 備 金 ５，３９７ ５，３９７ ５，３９７

利 益 準 備 金 １，６４８ １，６４８ １，６４８

剰 余 金 １３，３９８ ２４．１ １１，０６４ ２０．８ １２，２１２ ２２．４

任 意 積 立 金 １０，４５９ １８．８ ９，４５９ １７．８ ９，４５９ １７．３

別 途 積 立 金 １０，４５９ ９，４５９ ９，４５９

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 ２，９３９ ５．３ １，６０５ ３．０ ２，７５３ ５．１

（うち中間（当期）純利益） （ １，６０８） （ １，３１８） （ ２，７０８）

資 本 合 計 ２７，０３７ ４８．６ ２４，７０３ ４６．４ ２５，８５２ ４７．４

負 債 及 び 資 本 合 計 ５５，６５０ １００．０ ５３，２３３ １００．０ ５４，５２４ １００．０
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４．（２）損 益 計 算 書

（百万円未満切捨て）

期 別 当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

（Ｈ１１．４．１～Ｈ１１．９．３０） （Ｈ１０．４．１～Ｈ１０．９．３０） （Ｈ１０．４．１～Ｈ１１．３．３１）

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％
営 業 収 益 ２７，６９２ １００．０ ２７，２５０ １００．０ ５４，３５９ １００．０

営 売 上 高 ２７，６９２ ２７，２５０ ５４，３５９

業 営 業 費 用 ２４，５３３ ８８．６ ２４，６７２ ９０．５ ４８，３７４ ８９．０

損 売 上 原 価 １２，５６３ ４５．４ １２，５７２ ４６．１ ２５，００６ ４６．０

益 返 品 調 整 引 当 金 繰 入 額 １２１ ０．４ △ ３８ △ ０．１ ２ ０．０

の 販 売 費 及 び一 般 管 理 費 １１，８４９ ４２．８ １２，１３８ ４４．５ ２３，３６５ ４３．０

経 部

常 営 業 利 益 ３，１５８ １１．４ ２，５７７ ９．５ ５，９８４ １１．０

損

益 営業外収益 ３２６ １．２ １４２ ０．５ ３１０ ０．６

の 営 受 取 利 息 及 び 配 当 金 ７０ ８２ １０６

部 業 有 価 証 券 売 却 益 １７４ － ６９

外 その 他 の 営 業 外 収 益 ８１ ６０ １３５

損 営業外費用 ９９ ０．４ ５６７ ２．１ ５０９ １．０

益 支 払 利 息 ８０ １０３ ２０２

の 社 債 利 息 － １ ３

部 有 価 証 券 売 却 損 ０ ２４０ ２４０

その 他 の 営 業 外 費 用 １８ ２２２ ６３

経 常 利 益 ３，３８５ １２．２ ２，１５３ ７．９ ５，７８５ １０．６

特 別 利 益 ３６ ０．１ ６９０ ２．５ ７４３ １．４

特 固 定 資 産 売 却 益 ２ ０ ４７

別 投資有価証券売却益 － ６６８ ６６９

損 貸 倒 引 当 金 戻 入 額 ２７ ２１ １７

益 そ の 他 の 特 別 利 益 ６ － ９

の 特 別 損 失 ８ ０．０ ２ ０．０ ２８ ０．０

部 固 定 資 産 売 却 損 － － ０

固 定 資 産 除 却 損 ８ ２ ２７

税引前中間（当期）純利益 ３，４１３ １２．３ ２，８４０ １０．４ ６，５０１ １２．０

法 人 税 及 び 住 民 税 － － １，５２２ ５．６ － －

法人税、住民税及び事業税 １，８０４ ６．５ － － ３，７９２ ７．０

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 １，６０８ ５．８ １，３１８ ４．８ ２，７０８ ５．０

前 期 繰 越 利 益 １，３３０ ２８７ ２８７

中 間 配 当 額 － － ２４１

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 ２，９３９ １，６０５ ２，７５３
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中 間 財 務 諸 表 作 成 の 基 本 と な る 事 項

１．正規の決算において採用している会計処理の原則及び手続との相違点

（１）減価償却費の計上基準 ………………………… 当中間会計期間末の固定資産に係る事業年度分減価

償却費見積額を期間に基づいて配分しております。

（２）退職給与引当金繰入額の計上基準 …………… 年間繰入額を期間に基づいて月割按分して計上して

おります。

（３）役員退職慰労引当金繰入額の計上基準 ……… 年間繰入額を期間に基づいて月割按分して計上して

おります。

（４）法人税及び住民税並びに事業税の計上基準 … 中間会計期間を一事業年度とみなして計算した課税

所得に対する税額を計上しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品・商品・仕掛品 ……… 総平均法による原価法

原 材 料 ・ 半 製 品 ……… 月別総平均法による原価法

貯 蔵 品 ……… 最終仕入原価法による原価法

３．たな卸資産以外の資産について、原価基準以外の基準を採用している場合の評価基準

取引所の相場のある有価証券 ……… 移動平均法による低価法（洗替え方式）

４．有形固定資産の減価償却の方法

法人税法に規定する償却方法と同一の基準により、埼玉工場（倉庫を含む。）及び筑波工場については

定額法、その他については定率法によっております。

５．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（追加情報）

前中間期において「投資等」の「長期前払費用」に含めて表示しておりました自社利用のソフトウエア

は「無形固定資産」に含めて「ソフトウエア」として表示することに変更いたしました。なお、減価償却

方法は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

１株当たり配当金

１１年９月中間期 １０年９月中間期 １１年 ３ 月 期

中 間 中 間 年 間

円 銭 円 銭 円 銭
普 通 （ 旧 ） 株 式

７ ００ ５ ００ １３ ００

（内 訳） 円 銭 円 銭 円 銭

記 念 配 当 － － ３ ００

表 示 方 法 の 変 更

前中間期において貸借対照表で区分掲記されていた「未払事業税等」は当中間期においては未払事業税

（４１０百万円）は「未払法人税等」に、未払事業所税（８百万円）は「その他の流動負債」にそれぞれ含め

て表示しております。
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貸 借 対 照 表 に 関 す る 注 記

当 中 間 期 前年中間期 前 期

１．有形固定資産の減価償却累計額 １４，１１０百万円 １３，５８６百万円 １３，７２４百万円

２．保証債務 ５０１ 〃 ３９４ 〃 ３６４ 〃

３．自己株式の数 ２，４８２株 ３０，６４２株 ７，４９１株

自己株式の貸借対照表価額 ２百万円 ２２百万円 ６百万円

損 益 計 算 書 に 関 す る 注 記

（追加情報）

前中間期において「販売費及び一般管理費」に計上しておりました事業税（当中間期 ３５０百万円）は中

間財務諸表等規則の改正により、当中間期においては「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示してお

ります。

リ ー ス 取 引 に 関 す る 注 記

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

工具器具備品 ７３０ 百万円 ９７６ 百万円 １，０３０ 百万円

取 得 価 額 相 当 額 そ の 他 １５８ 百万円 １５１ 百万円 １５１ 百万円

合 計 ８８９ 百万円 １，１２７ 百万円 １，１８１ 百万円

工具器具備品 ４５６ 百万円 ７５９ 百万円 ８１６ 百万円

減価償却累計額相当額 そ の 他 １１５ 百万円 ８４ 百万円 ９９ 百万円

合 計 ５７１ 百万円 ８４３ 百万円 ９１５ 百万円

工具器具備品 ２７４ 百万円 ２１６ 百万円 ２１４ 百万円

中間期末（期末）残高

そ の 他 ４３ 百万円 ６６ 百万円 ５１ 百万円

相当額

合 計 ３１７ 百万円 ２８３ 百万円 ２６５ 百万円

（注）取得価額相当額は、有形固定資産の中間期末（期末）残高等に占める未経過リース料期末残高の

割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。
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２．未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

）（当 中 間 期） （ 前 年 中 間 期 （前 期）

１ 年 以 内 １２０ 百万円 １３７ 百万円 １２８ 百万円

１ 年 超 １９７ 百万円 １４６ 百万円 １３７ 百万円

合 計 ３１７ 百万円 ２８３ 百万円 ２６５ 百万円

（注）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、有形固定資産の中間期末（期末）残高等に占め

る未経過リース料中間期末（期末）残高の割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

３．支払リース料及び減価償却費相当額

）（当 中 間 期） （ 前 年 中 間 期 （前 期）

支 払 リ ー ス 料 ８５ 百万円 ９８ 百万円 １７０ 百万円

減価償却費相当額 ８５ 百万円 ９８ 百万円 １７０ 百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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５．薬 効 別 売 上 高

（百万円未満切捨て）

期 別 当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

（Ｈ１１．４．１～Ｈ１１．９．３０） （Ｈ１０．４．１～Ｈ１０．９．３０） （Ｈ１０．４．１～Ｈ１１．３．３１）

区 分 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％ ％
中 枢 神 経 系 用 薬 １，６１４ ５．８ １，７７６ ６．５ ３，２３７ ６．０

末 梢 神 経 系 用 薬 １１５ ０．４ １２９ ０．５ ２４０ ０．４

感 覚 器 官 用 薬 ５５５ ２．０ ５８４ ２．１ １，２０４ ２．２

循 環 器 官 用 薬 １，７１５ ６．２ １，４７７ ５．４ ３，４２５ ６．３

呼 吸 器 官 用 薬 １３６ ０．５ １５９ ０．６ ３００ ０．６

消 化 器 官 用 薬 １５，２６３ ５５．２ １４，９９７ ５５．１ ２９，８８６ ５５．０

泌尿生殖器官及び肛門用薬 ２８ ０．１ ２６ ０．１ ５７ ０．１

外 皮 用 薬 １，５３１ ５．５ １，５５３ ５．７ ３，０６０ ５．６

ビ タ ミ ン 剤 ８７ ０．３ ８５ ０．３ １６８ ０．３

滋 養 強 壮 変 質 剤 ４８５ １．８ ６０３ ２．２ １，１０６ ２．０

血 液 及 び 体 液 用 薬 ４５３ １．６ ４６１ １．７ ９２０ １．７

代 謝 性 用 薬 ３，７４７ １３．５ ３，３７６ １２．４ ６，８６７ １２．６

健 康 食 品 ８４９ ３．１ ８５１ ３．１ １，５５１ ２．９

医 療 用 具 及 び 雑 貨 ７０９ ２．６ ７３４ ２．７ １，４６０ ２．７

そ の 他 ３９９ １．４ ４３１ １．６ ８７１ １．６

合 計 ２７，６９２ １００．０ ２７，２５０ １００．０ ５４，３５９ １００．０
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６．有 価 証 券 の 時 価 等

（百万円未満切捨て）

期 別 当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

（平成１１年９月３０日現在） （平成１０年９月３０日現在） （平成１１年３月３１日現在）

種 類 貸 借 対 照 表 貸 借 対 照 表 貸 借 対 照 表
時 価 評 価 損 益 時 価 評 価 損 益 時 価 評 価 損 益

計 上 額 計 上 額 計 上 額

（１） 流 動 資 産 に属 するもの

株 式 ３９５ ３９２ △ ３ ３５０ ２５８ △ ９２ ３５２ ３５６ ３

債 券 － － － － － － － － －

そ の 他 １００ ９７ △ ２ － － － １３０ １２９ △ １

小 計 ４９５ ４９０ △ ５ ３５０ ２５８ △ ９２ ４８３ ４８６ ２

（１） 固 定 資 産 に属 するもの

株 式 ２，４４６ ３，７２２ １，２７５ １，０２９ １，０３１ ２ ２，１６９ ２，９０７ ７３８

債 券 － － － － － － － － －

そ の 他 － － － １４９ １５１ １ － － －

小 計 ２，４４６ ３，７２２ １，２７５ １，１７８ １，１８２ ３ ２，１６９ ２，９０７ ７３８

合 計 ２，９４２ ４，２１２ １，２６９ １，５２９ １，４４０ △ ８８ ２，６５２ ３，３９３ ７４０

（注）１．時価（時価相当額を含む）の算定方法

（１）上場有価証券 ……………………………… 主に東京証券取引所の最終価格であります。

（２）店頭売買有価証券 ………………………… 日本証券業協会が公表する売買価格等によってお

ります。

（３）非上場の証券投資信託の受益証券 ……… 基準価格によっております。

２．当中間期（平成１１年９月３０日現在）及び前期（平成１１年３月３１日現在）の流動資産の株式には、

自己株式を含んでおります。その評価損益はそれぞれ０百万円、１百万円であります。

３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

当中間期 前 年 中 間 期 前 期

流動資産に属するもの 自己株式 －百万円 ２２百万円 －百万円

固定資産に属するもの 非上場株式（店 頭 売 買 株 式を除く） １６２百万円 １６３百万円 １６２百万円
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７ ． デ リ バ テ ィ ブ 取 引 の 契 約 額 等 、 時 価 及 び 評 価 損 益

通貨関連 （百万円未満切捨て）

当中間期 （平成１１年９月３０日現在） 前期中 間 期（平成１０年９月３０日現在） 前事業 年 度（平成１０年３月３１日現在）

区

種 類 契 約 額 等 契 約 額 等 契 約 額 等

分 時 価 評価損益 時 価 評価損益 時 価 評価損益

うち１年超 うち１年超 うち１年超

市

場 為替予約取引

取

引 売 建 － － － － － － － － － － － －

以

外 買 建

の

取 米 ド ル １，６５４ ２３３ １，５９４ △ ６０ ７１８ － ７９５ ７６ ２，２６１ － ２，３６４ １０２

引

合 計 １，６５４ ２３３ １，５９４ △ ６０ ７１８ － ７９５ ７６ ２，２６１ － ２，３６４ １０２

（注）１．時価の算定方法

為替予約取引 ……… 先物為替相場によっております。

２．「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引につ

いては、注記の対象から除いております。

３．上記の為替予約取引の買建は、輸入原料の支払いに備えるためのものであります。
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主 要 製 商 品 売 上 高

（百万円未満切捨て）

期 別 １１年 ９ 月 １０年 ９ 月 中 間 期 １１年 ３ 月

品 名 当 中 間 期 前 年 中 間 期 対 前 年 比 （％） 前 年 通 期 実 績

マ ー ズ レ ン Ｓ － 顆 粒 ７，０６１ ７，６０１ △ ７．１ ％ １４，８９７

アシノンカプセル１５０・７５ ５，８４９ ５，２２５ １１．９ ％ １０，６１９

プ ロ マ ッ ク 顆 粒 １ ５ ％ １，８４５ １，６５８ １１．３ ％ ３，３３３

ペ オ ン 錠 ８ ０ １，１７３ １，２２９ △ ４．６ ％ ２，３３１

ハ ン プ 注 射 用 １ ０ ０ ０ １，１６０ ９０１ ２８．７ ％ ２，２７３

ア ビ テ ン ６３３ ６２８ ０．８ ％ １，２４１

ランデル 錠 １０・２０・４０ ４４０ ４１７ ５．５ ％ ８６４

ア ン サ ー ２ ０ 注 ２８４ ２６７ ６．４ ％ ５４８

そ の 他 １，３８２ １，５３８ △ １０．１ ％ ２，９４０

医 療 用 医 薬 品 １９，８３１ １９，４６８ １．９ ％ ３９，０５０

一 般 用 医 薬 品 ６，７１９ ６，５７８ ２．１ ％ １３，０８８

そ の 他 計 １，１４１ １，２０３ △ ５．２ ％ ２，２２１

合 計 ２７，６９２ ２７，２５０ １．６ ％ ５４，３５９

－１３－


